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１．はじめに 

 

道路やその他の交通施設が都市の土地利用や個人や企

業の立地に及ぼす影響は非常に大きい．したがって，交

通と立地を同時に一つの理論フレームワークの中で取り

扱うことが望ましい．これまで様々な土地利用モデルや

応用都市経済モデルが開発されているが，本研究では，

道路整備の便益評価を詳細に行うとともに，その道路整

備が立地に及ぼす影響を把握することができるモデルの

開発を目的とする．現在，道路の費用便益分析は，配分

モデルにより行われており，配分モデルに企業立地や個

人の住宅立地問題を取り扱うことができるように拡張す

ることが一つのアプローチである． 

これまでに交通ネットワーク均衡と立地を取り扱った

モデルとして，Anas(1985)や赤松・半田（1996）がある．

しかし，これらのモデルでは，通常の交通ネットワーク

均衡で考慮されている経路選択に加えて，立地としては，

個人の居住地選択のみしか取り入れられていない．本研

究では，これらのモデルを拡張し，企業立地も考慮でき

るモデルを開発する． 

 

 

２．モデル化に際する仮定・設定条件 

 

本研究では，交通均衡と企業・個人の立地の両方を

同時に取り扱う交通・立地統合均衡モデルの最も基本的

なモデルを開発することを目的とする．それに際し，次

のような仮定を設ける． 

1) 一日のうち通勤交通が卓越しており，通勤交通

のみを考慮する 

2) 単純化のために，各世帯には1名の従業者（労働

者）がおり，その行動のみをモデル化する 

3) 従業者の行動としては，勤務地選択・居住地選

択・通勤の経路選択の3つのみを考える 

4) 単純化のため，企業は1種類のみを考える 

5) 企業行動としては，どのゾーンに立地するのか

という立地のみとし，必要な従業者数や資本・

土地は一定とする 

6) 土地は，居住用・企業用・その他の3種類のみを

考える 

7) 従業者の3つの選択はネスティッドロジット，企

業立地と土地所有者の行動は多項ロジットとし

て定式化する 

 

 

３．交通立地統合均衡モデルの定式化 

 

（１）従業者行動 

従業者の行動は，勤務地選択，居住地選択，経路選

択の3つの選択によって構成され，図1に示すようにな

Nested LOGIT型モデルによって表現されるとする． 

経路の選択は，経路の所要時間によって以下の式の

ように表現する．これは，従業者は経路の所要時間が小

さい経路を選択するということを表わしている． 

∑
∈

−

−

=

Kk

c

c

ij

ij

k ij
k

ij
k

e

e
qf

1

1

θ

θ

 (1) 

次に，居住地の選択であるが，居住地の選択は地代

と居住地と勤務地とのゾーン間の期待最小コストによっ

て決まるとする．これは，地代が小さく，期待最小コス

トが小さい居住地を選択するということを表わしている． 
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勤務地の選択確率は，以下の式によって与えられる

とする． 
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ここで， ij

kf ：ゾーン i からゾーン j への経路kの交通

量， ijq ： ijOD の交通量， iy ：ゾーン iの従業者数， 

iσ ， ijσ ：期待最小コスト， ir ：地代， jW ：賃金率，
ij

kc ：ij 間の旅行時間，n：全世帯数， 1θ ， 2θ ， 3θ ：

ロジットパラメータである． 

 

（２）企業行動 

企業の仮定として，立地のみを考慮するとし，対象

圏内の居住者のみが労働力になるとする．そして，企業

の利潤最大化行動のもと，以下のように定式化する． 
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 ここで， iY ：ゾーン iの企業数，N ：全企業数，ゾ

ーン iの企業利潤 iiii RWpz γβ −−=Π ，κ ：ロジット

パラメータである．ただし，β ：1つの企業が必要な従

業者数，γ ：1つの企業が必要な土地面積， iz ：ゾー

ンi内企業の生産量である．  

 

  （３）土地所有者の行動 

土地所有者が居住地，業務地，その他の土地にそれ

ぞれそのように配分するかを表わす式を以下のように定

式化する． 
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ここで， iD ：全面積， il ：ゾーン iの居住地面積，

iL ：ゾーンiの業務商業地面積， im ：ゾーンiのその

他の面積である．ただし，面積の単位として，1 つの世

帯が必要な土地面積を1単位として考える． 

 

（４）等価最適化問題 

以下のような等価最適化問題として定式化すること

が可能である． 
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式(9)は経路交通量の和がOD交通量となる制約，式(10)

は居住人口（居住ゾーンの従業者数）に関する制約，式

(11)はゾーンの従業者の和についての制約である．式(1

2)は全企業数は一定という制約である．式(13)は各ゾー

ンの従業者数と企業が必要とする労働者数は一致すると

いう労働均衡を意味する制約式である．式(14)は各ゾー

ンの土地利用は居住・企業・その他のいずれかになるこ

とを意味している．式(15)と(16)はそれぞれ居住地・企

業用地の土地均衡を意味する制約である． 

 

 

４．モデル特性 

 

式(8)の目的関数 z を用いて，以下のようなラグラン

ジェ関数を定義する： 

居住地1 居住地 i居住地2

・・・経路1 経路2 経路 k

・・・

勤務地1 勤務地2 勤務地 j・・・
 

図1．従業者の選択行動 
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ここで，σ, σi, σij, ri, Ri, Wi, W, µi はラグランジェ係数

である．式(1)～(7)から分かるように，通勤の期待最小

コスト σij ，住宅地の地価 ri ，業務商業地の地価 Ri ,

賃金 Wi はラグランジェ係数として，内生的に与えられ

る． 

ここで，最適化問題の解の性質について考えてみよ

う．式(8)の目的関数は以下のように変形することがで

きる： 
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式(18)としての目的関数 S は，θ1 > θ2 > θ3 であるな

らば，それぞれ線形もしくは凸関数の項により構成され

ているため，凸関数である．また，式(9)～(16)の制約は

線形であり，制約も凸である．よって，最適化問題の解

は一意である．なお，θ1 > θ2 > θ3 という関係は図１に

示したネスティッド構造が成立するために必要な条件と

なっている． 

解の一意性に関しては，上記の最適化問題について

である．交通ネットワーク均衡では混雑が主要なテーマ

となっており，凸な目的関数を構成しやすく，解が一意

になりやすい．しかし，立地に関しては，規模の経済等

が卓越すると，凸な目的関数を作ることが難しくなると

考えられる． 

この最適化問題は，通常の最適化アルゴリズムによ

り，計算可能である．交通均衡モデルの観点からは，ネ

スティッド・ロジットによる統合均衡モデルとほぼ同じ

形式であるため，統合交通均衡モデルの計算アルゴリズ

ムを利用することができる． 

 

 

５．数値計算例 

 

構築した交通・立地統合均衡モデルの計算例を示す．

経路選択と立地選択が存在するもっとも単純な設定を採

用する．対象地域は２つのゾーンにより，構成されると

する．従業者数，つまり，全世帯数（各世帯の労働者は

１名の身と仮定）は20.0千人，全企業数は1.0千企業とす

る．図２の通り，ゾーンは2つである．ゾーン１はCBD

で，ゾーン２は郊外地を想定している．ゾーン１は

10km
2で，ゾーン２は20km

2とする． 

既に述べたように，従業者の行動は，勤務地ゾーン選

択，居住地ゾーン選択，経路選択の３つである．また，

２節で述べたように，１日の交通のうち，通勤交通が卓

越しており，交通コストとしては，通勤時の交通コスト

を居住地選択に考慮するとする．居住地としては，ゾー

ン１かゾーン2かいずれかを選択することになる．郊外

からCBDへのゾーン２からゾーン１の間に２つのリン

クを利用可能である．また，各ゾーン内は細街路がある．

ただし，ゾーン内のリンクは図２に記載していない，ゾ

ーン２からゾーン１へのリンク旅行時間はBPR関数によ

り与えられ，ゾーン内での移動は一定値とする．リンク

１の旅行時間関数は 

10
10 1

1

x
t +=  (19) 

であり，リンク２の旅行時間関数は 

80
20 2

2

x
t +=  (20) 

とする．ここで，x1 と x2 はそれぞれリンク１とリンク

２の交通量，t1 と t2 はそれぞれリンク１とリンク２の

旅行時間である．また，ゾーン１に居住し，ゾーン１内

企業に勤務する場合の通勤時間は15分とし，ゾーン２に

居住し，ゾーン３内の企業に通勤する場合の通勤時間は

３０分とする．郊外地のゾーン２に居住し，CBDのゾ

ーン１へ通勤することはできるが，逆のゾーン１に居住

し，ゾーン２内企業に通勤することはないと仮定する．

したがって，経路選択が存在するのは，ゾーン２からゾ

ーン１へ勤務する場合のみであり，その場合リンク１か

ゾーン１

ゾーン２

リンク１ リンク２

 

図２ 数値計算例の地域・ネットワーク 



リンク２かのいずれかを選択することになる． 

企業はゾーン１に立地するのか，ゾーン２に立地する

のかの選択を行う．企業には多種多様な業種があり，そ

の業種内にも多数のタイプの企業が存在するものの，単

純化のため，企業は同質であるとする．また，失業率等

も考えず，全員が働くことができ，それにより，企業の

労働需要を満たすものとする．したがって，全従業者数

は20.0千人で，全企業数は1千であるため，１企業が必

要な従業者数 β = 20 となる． 

土地に関しては，単純のため，従業者のための居住地

と企業のための業務商業用地の２種類のみとする．また，

単純化のため，各世帯が必要な土地は一定とし，1千世

帯当たりに必要な土地面積は1.0km
2とする．各企業が必

要な土地も一定とする．その他の土地利用はないため，

自動的に1千の企業が必要な土地面積は10.0km
2となる． 

外生的に与えるものとしては，p = 10.0, z1 = 2.0, z2 

= 1.0, θ1 = 0.1, θ2 = 0.08, θ3 = 0.05, κ = 0.03, µ = 0.1

 とした．ゾーン１はCBDであるため，ゾーン１に立

地の企業の生産効率（生産能力）はゾーン２の2倍とし

た． 

上記の設定で，３．（４）節での述べた最適化問題を

解くが，最適化問題の決定変数は f, q, y, Y, l, L であ

る．しかし，式(9)～(16)の制約によって，変数を減らす

ことができ，結局２つの変数のみの最適化問題まで単純

化することができる．ここでは，ゾーン２に居住し，ゾ

ーン１へ通勤する従業者数 q12 とそのうちリンク２を

選択する経路交通量 f2
12
 の２つの変数のみの最適化問

題を解くことにする．他の変数は，制約式により，この

２つの変数から自動的に計算される． 

最適化問題を解くことによって，q12 = 8.72，f2
12
 = 3.

49 となった．目的関数の形状は図３の通りである．図

３からこの数値計算例の設定では明らかに目的関数は凸

であることが確認できる．その他の変数の計算結果とし

ては，表１のようにまとめた．郊外地であるゾーン２の

居住者数（居住世帯数）がゾーン１に比べて圧倒的に大

きい．逆に企業数はCBDであるゾーン１の方が多くな

っている． 

前節で述べたように，各ゾーンの賃金や地価は内生的

に与えられる．その結果は表２の通りである．ロジット

モデル（もしくはラグランジェ係数）によって賃金や地

価は与えられるため，一意には決まらない．ロジットで

与えられるため，各ゾーンの賃金の差が問題となるため，

差が同じであることは必要であるが，各ゾーンの賃金は

一意に決まらない．ただし，いずれかのゾーン賃金を決

めると，賃金差は規定されているため，もう一方のゾー

ン賃金は決めることができる．ここでは，ゾーン１の賃

金を20とした．CBDであるゾーン１の地価の方が住宅

地及び業務地ともにゾーン２よりも高くなった．しかし，

賃金に関しては，ゾーン２の方が高くなった．これは，

ゾーン２に立地する企業が少ない一方，ゾーン２の居住

者数は多いことによると考えられる． 

以上のように，実質２変数で計算可能なきわめて単純

な問題設定であるが，交通・立地統合均衡モデルの計算

を行うとともに，そのモデルに検証を行うことができた．

今後，金沢都市圏にモデルの適用を行う予定である． 
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図３ 数値計算例での目的関数の形状 

 

表１ 各ゾーンの世帯数と企業数 

居住世帯数 企業数
ゾーン１ 3.76 0.624
ゾーン２ 16.24 0.375
合計 20 1  

単位は千人もしくは千企業   

 

表２ 各ゾーンの賃金と地価 

賃金 住宅地価 業務地価
ゾーン１ 20 29.9 35.1
ゾーン２ 33.4 23.5 8.9  


